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外食・中食産業について



■ 外食産業の市場規模（業種別）

資料：（一社）日本フードサービス協会、 （公財）食の安全・安心財団による推計

■ 外食産業の市場規模の推移

○ 外食産業の市場規模は、 平成９年の29.1兆円をピークに減少したが、近年はやや回復の兆しもみられた。 
 令和２年以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少。

○ 令和３年の市場規模を部門別にみると、ファミリーレストランやファーストフード等が12兆円、社員食堂等の集団給食は
 2.9兆円、喫茶店等の料飲主体部門は2兆円となっている。

（単位：億円）

資料：（一社）日本フードサービス協会による推計（令和３年）

注１：営業給食とは、不特定多数の人に対してｻｰﾋﾞｽを提供するもの。
 ２：集団給食とは、特定多数の人に対して継続的にｻｰﾋﾞｽを提供するもの。
 ３：弁当給食とは、契約により弁当を事業所に配達する形態。持ち帰り弁当などは含まない。
 ４：（ ）内の数値は対前年増減率（％）である。

営業給食
119,639
(△5.9)

飲 食 店

機内食等

宿泊施設

学   校

給食主体部門

(△6.9)

149,048

29,409外食産業
169,494 (4.0)

(△4.1)

集団給食
事 業 所

病   院

保育所給食

喫茶店

料亭・バー等

居酒屋・ビアホール等料飲主体部門
20,446 (△23.3)

(0.8)

(△5.2)

(16.7)

(0.5)

(△10.8)

(△30.9)

(△32.4)

(△0.9)

(14.5)

(△3.6)

104,018

13,964

7,428

14,682

4,679

4,483

8,196

3,338

7,767

939

中食産業 (料理品小売業 (弁当給食除く))
71,161 (0.5)

外食産業の市場規模とその推移

（単位：兆円）
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■ 外食率、食の外部化率の推移

（単位：億円）■ 外食と中食の市場規模

資料： （一社）日本フードサービス協会、（公財）食の安全・安心財団による推計。
注．中食は、料理品小売業（弁当給食を除く）としての値。

○ 単身世帯の増加、女性の雇用の増加等社会情勢の変化の中で、食に関して多様化や外部化が進んでいる。
○ 中食産業は年々市場規模を拡大してきており、令和３年で7.1兆円となっている。
○ 令和２年以降は新型コロナウイルス感染症の影響により減少。

（％）

S50 60 H2 7 12 17 22 27 28 29 30 31（R1） R2 R3

外食 85,773 192,768 256,760278,666 269,925 243,903 234,887 254,078 254,553 256,804 257,342 262,684 182,122 169,494

中食 2,016 10,955 23,409 31,434 49,878 55,158 56,893 66,053 70,075 70,752 71,209 72,214 70,841 71,161

食の多様化・外部化の進展

資料：（公財）食の安全・安心財団による推計

外食率の定義 外食率＝外食市場規模／（家計の食料飲料支出額＋外食市場規模）
食の外部化率の定義  食の外部化率＝広義の外食市場規模（中食市場含む）／ （家計の食料飲料支出額＋外食市場規模）
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■ 食品関連事業者の経営組織別事業所の比率（令和3年）

■ 外食企業における資本金階級別企業割合（令和3年）

■ 外食業の事業所数、従業員数の状況（令和３年）

（参考）雇用者に占めるパートタイム労働者の割合（令和４年）

出典：経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」
注．外食業は、飲食店と持ち帰り・配達飲食サービス業の計。

出典：厚生労働省「毎月勤労集計」

出典：経済産業省「令和３年経済センサス基礎調査」

出典：経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」
注．飲食店と持ち帰り・配達飲食サービス業の計。

個人

法人

外食の経営構造

○ 外食産業は、個人経営が総事業所数の６割程度を占め、資本金の額でみても、1,000万円未満が７割以上を占め
   るなど中小・零細の事業者が多い。
○ 従業者についても、法人経営で約300万人の大きな雇用機会を創出しているものの、雇用者に占めるパート、アルバイ
   トの割合が高い。
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注１．飲食店と持ち帰り・配達飲食サービス業の計
注２．資本金区分が判明している会社企業の内訳

71,090社 産業計 32%

卸売業・小売業 42%

外食業 77%

事業所数 従業者数

（カ所） （人）

民営事業所 553,986 4,052,827

うち個人 320,714 957,264

うち法人 232,856 3,092,185



2022年 外食・中食産業売上高ランキング

資料：日経MJ 第49回飲食業調査

2022年度店舗売上高ランキング

順位 社名 主な店舗等
2022年度
売上高

（百万円）

1 日本マクドナルドホールディングス マクドナルド 717,589
2 ゼンショーホールディングス すき家、なか卯、ココス、はま寿司ほか 491,121
3 コロワイド 牛角、かっぱ寿司、ステーキ宮、大戸屋ごはん処ほか 346,128
4 日清医療食品 （集団給食） 324,020
5 すかいらーくホールディングス ガスト、バーミヤン、しゃぶ葉、ジョナサンほか 291,637
6 FOOD＆LIFE COMPANIES スシロー、京樽ほか 218,058
7 プレナス ほっともっと、やよい軒ほか 190,914
8 日本KFCホールディングス ケンタッキーフライドチキン 159,325
9 くら寿司 無添くら寿司 149,938
10 ドトール・日レスホールディングス ドトール 122,843
11 モスフードサービス モスバーガー 120,738
12 エームサービス （集団給食） 118,677
13 トリドールホールディングス 丸亀製麺、コナズ珈琲ほか 117,538
14 吉野家ホールディングス 吉野屋 113,767
15 グリーンハウス （集団給食） 112,100
16 王将フードサービス 餃子の王将、GYOZA OHSHOほか 107,498
17 物語コーポレーション 焼肉キング、丸源ラーメン、ゆず庵ほか 106,149
18 ダスキン ミスタードーナツ 105,571
19 LEOC （集団給食） 104,668
20 松屋フーズホールディングス 松屋、松のや、すし松、マイカリーほか 101,431

上位２０社合計 4,119,710
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■ 中食事業者の事業所数、従業員数の状況（平成２８年）

出典：日本惣菜協会「2023年版惣菜白書」

■ 中食（惣菜）販売売上高の業態別構成比（令和３年）

○中食の市場規模は約７兆円。近年増加傾向にあったが、令和２年以降は新型コロナウイルス感染症の影響で減少した。
○中食事業者はCVSやスーパーに惣菜・弁当を供給する製造業者や惣菜・弁当専門店等に当たる料理品小売業者等

がおり、料理品小売業の場合、約半数を法人が占めている状況。

■ 中食（料理品小売業）の市場規模

資料：（公財）食の安全・安心財団による推計

出典：経済産業省「平成28年経済センサス活動調査」

事業所数 従業者数
そう（惣）菜製造業 1,376 70,620
すし・弁当・調理パン製造業 1,529 132,653
料理品小売業 19,972 158,510

■ 食品関連事業者の経営組織別事業所の比率（令和３年）

出典：経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」

中食の経営構造
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(億円)
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

料理品小売業 66,053 70,075 70,752 71,209 72,214 70,841 71,161
（弁当給食を除く）



○ 外食・中食産業は国内農林水産業にとって大きな需要先であり、その動向は国内農林水産業に大き
な影響を与えるが、その実態をみると、

① 外食・中食産業は調理や盛りつけなど人手を要する工程が多い労働集約型産業であり、
② 労働者の需給状況を不足と判断する企業が多く、他産業に比較して労働生産性（従業員当たり付加

価値額）が低い。

外食・中食産業の活性化・生産性向上のための取組の基本的方向

○ 外食・中食産業の生産性向上を図るために必要となる労働面、顧客満足度面からみた課題を抽出し、
解決に向けて取り組むとともに、外食・中食産業と国内農林水産業の連携を強化し、その成果が国内農林
水産業にも反映される形で外食・中食産業の活性化を図る。

雇用人員の過不足状況

注：D.I.（ポイント）は｢過剰｣と回答した割合
から｢不足」と回答した割合を引いた値

出典：日銀短観（令和5年12月調査）

Ｄ．Ｉ．
全産業 -35

製造業（食料品） -30

卸売業 -34

小売業 -44

宿泊業,飲食サービス業 -75

外食・中食産業における活性化・生産性向上

産業別労働生産性の比較

全産業

卸売業

小売業

飲食・サービス業

出典：経済産業省
2022年企業活動基本調査確報－2021年度実績－

注 ：従業員１人あたりの付加価値数（万円/年）
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資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和４年10月末時点）を基に農林水産省で作成

永住者等を除くと、ほとんどが「専門的・技術的分野」又は「留学生」のアルバイト。
○在留資格別の構成比

○外食業※の外国人労働者数
約18.5万人

※飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業の計

資格外活動：102,369人(55%)

例：留学生、家族滞在等

専門的・技術的分野：29,558人(16%)

例：外国料理の調理師等

身分に基づく在留資格：42,168人(23%)

例：永住者等

技能実習：2,759人(1%)

外食業においては 技能実習生の受入れはないが、
外食企業の食品製造部門(セントラルキッチン等)に
おいて、食品製造関係の技能実習生の受入れがある

特定活動：7,738人(4%)

例：日本の食文化海外普及人材育成事業、
 特定伝統料理海外普及事業(京都市特区)等

外国人材の受入れ状況（外食業）



外食業分野における外国人材受入れの必要性

○ 外食業における有効求人倍率は、全産業平均に比べると高い。
○ 外食業を含む「宿泊業、飲食サービス業」の欠員率は、3.8％と高水準にあり、全産業計（2.6％）の約1.5倍の水準
となっている。

資料：厚生労働省データを元に農林水産省にて算出
※飲食店主・店長、飲食物給仕係、調理人の加重平均値
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資料：厚生労働省「雇用動向調査」（産業、企業規模、職業別欠員率）
※平成20年までは「飲食店、宿泊業」、
 平成21年から「宿泊業、飲食サービス業」に変更
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特定技能制度の概要
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